
別記 

第一号様式（第二条関係） 

 

 

 



第二号様式（第二条関係） 

 

 

 

 



第二号の二様式（第二条関係） 

 

 

 

 

 



第三号様式（第三条関係） 

 

設計住宅性能評価申請書 

 

（第一面） 

  年  月  日 

指定住宅性能評価機関  殿 

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項の規定に基づき、設計住宅性能評価を申請します。

この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※受付欄 
    年  月  日 
第         号 
申請受理者印 

※手数料欄 
 



（第二面） 

申請者等の概要 

【１．申請者】 

 【氏名又は名称のフリガナ】 

 【氏名又は名称】 

 【郵便番号】 

 【住所】 

 【電話番号】 

【２．代理者】 

 【氏名又は名称のフリガナ】 

 【氏名又は名称】 

 【郵便番号】 

 【住所】 

 【電話番号】 

【３．建築主】 

 【氏名又は名称のフリガナ】 

 【氏名又は名称】 

【郵便番号】 

 【住所】 

 【電話番号】 

【４．設計者】 

 【資格】       （    ）建築士   （        ）登録      号 

 【氏名】 

 【建築士事務所名】  （    ）建築士事務所（     ）知事登録第      号 

 【郵便番号】 

 【所在地】 

 【電話番号】 

【５．設計住宅性能評価を希望する性能表示事項】 

 
【６．備考】 

 
 
 
 



（第三面） 

建築物に関する事項 

【１．住居表示】  

【２．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】  

  □都市計画区域内（□市街化区域 □市街化調整区域 □区域区分未設定） 

  □準都市計画区域内      □都市計画区域及び準都市計画区域外 

【３．防火地域】   □防火地域   □準防火地域  □指定なし 

【４．敷地面積】    

【５．建て方】 □一戸建ての住宅   □共同住宅等 

【６．建築面積】 

【７．延べ面積】 

【８．住戸の数】 

 【建物全体】 

 【評価対象住戸】 

【９．建築物の高さ等】 

【最高の高さ】 

【最高の軒の高さ】 

【階数】     地上（      ） 

         地下（      ） 

【構造】               造    一部          造 

【10．利用関係】  □持家  □賃貸  □給与住宅  □分譲住宅 

【11．その他必要な事項】 

【12．備考】 

 



（第四面） 

住戸に関する事項 

【１．番号】 

【２．階】 

【３．専用部分の床面積等】 

 【居室部分の面積】 

 【バルコニー等専用使用部分の面積】 

 【専用部分の床面積】 

【４．当該住戸への経路】 

 【共用階段】   □無 □有 

 【共用廊下】   □無 □有 

 【エレベーター】 □無 □有 

【５．界壁・界床の有無】 

 【界壁の有無】 □無  □有  

 【界床の有無】 □無  □有 （□上階  □下階） 

【６．その他必要な事項】 

【７．備考】 

 

 

 



（注意） 

１．各面共通関係 

 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

２．第一面関係 

※印のある欄は記入しないでください。 

３．第二面関係 

① 申請者からの委任を受けて申請を代理で行う者がいる場合においては、２欄に記入してください。 

② 建築主が２以上のときは、３欄には代表となる建築主のみについて記入し、別紙に他の建築主に

ついてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

③ ４欄の郵便番号、所在地及び電話番号には、設計者が建築士事務所に属しているときはそれぞれ

建築士事務所のものを、設計者が建築士事務所に属してないときはそれぞれ設計者のもの（所在地

は住所とします。）を書いてください。 

④ ５欄は、必須評価事項以外で設計住宅性能評価を希望する性能表示事項を記入してください。 

４．第三面関係 

① １欄は、住居表示が定まっていないときは、地名地番を記入してください。 

② ２欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。ただし、建築物の敷地が

都市計画区域、準都市計画区域又はこれらの区域以外の区域のうち２以上の区域にわたる場合にお

いては、当該敷地の過半の属する区域について記入してください。なお、当該敷地が３の区域にわ

たる場合で、かつ、当該敷地の過半の属する区域がない場合においては、都市計画区域又は準都市

計画区域のうち、当該敷地の属する面積が大きい区域について記入してください。 

③ ３欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築物の敷地が防

火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち２以上の地域又は区域にわたるときは、それぞれの

地域又は区域について記入してください。 

④ 10 欄の「利用関係」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、利

用関係が未定のときは、予定する利用関係としてください。また、「持家」、「貸家」、「給与住宅」、

「分譲住宅」とは、次のとおりです。 

イ．持家 建築主が自ら居住する目的で建築する住宅 

ロ．貸家 建築主が賃貸する目的で建築する住宅 

ハ．給与住宅 会社、官公署等がその社員、職員等を居住させる目的で建築する住宅 

ニ．分譲住宅 建売り又は分譲の目的で建築する住宅 

⑤ ここに書き表せない事項で、評価に当たり特に注意を要する事項は、11 欄又は別紙に記載して添

えてください。 

⑥ 変更設計住宅性能評価に係る申請の際は、12 欄に第三面に係る部分の変更の概要について記入し

てください。 

５．第四面関係 

① １欄は、住戸の数が１のときは「１」と記入し、住戸の数が２以上のときは、申請住戸ごとに通

し番号を付し、その番号を記入してください。 

② ４欄及び５欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

③ ここに書き表せない事項で、評価に当たり特に注意を要する事項は、６欄又は別紙に記載して添

えてください。 



④ 変更設計住宅性能評価に係る申請の際は、７欄に第四面に係る部分の変更の概要について記入し

てください。 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第一面は、申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署

で行う場合においては、押印を省略することができます。 

３ 第四面に記載すべき事項を別紙に明示して添付すれば、第四面を別途提出する必要はありま

せん。 

４ 共同住宅等に係る設計住宅性能評価の申請にあっては、第四面を申請に係る住戸ごとに作成

した場合、この申請書を共同住宅等一棟又は複数の住戸につき一部とすることができます。 



第六号様式（第五条関係） 

 

建設住宅性能評価申請書（新築住宅） 

 

（第一面） 

    年  月  日 

指定住宅性能評価機関  殿 

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項の規定に基づき、建設住宅性能評価を申請します。

この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 

 

  

工事施工者の氏名又は名称            印 

  

代表者の氏名              

 

工 事 監 理 者 の 氏 名            印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※受付欄 

  年  月  日 
第         号 
申請受理者印 

※手数料欄 



（第二面） 

申請者等の概要 

【１．申請者】 
 【氏名又は名称のフリガナ】 
 【氏名又は名称】 

 【郵便番号】 
 【住所】 
 【電話番号】 

【２．代理者】 
 【氏名又は名称のフリガナ】 
 【氏名又は名称】 

 【郵便番号】 
 【住所】 
 【電話番号】 

【３．建築主】 
 【氏名又は名称のフリガナ】 
 【氏名又は名称】 

【郵便番号】 
 【住所】 
 【電話番号】 

【４．設計者】 
 【資格】       （    ）建築士   （        ）登録      号 
 【氏名】 

 【建築士事務所名】  （    ）建築士事務所（     ）知事登録第      号 
 【郵便番号】 
 【所在地】 

 【電話番号】 

【５．工事監理者】 
 【資格】       （    ）建築士   （        ）登録      号 

 【氏名】 
 【建築士事務所名】  （    ）建築士事務所（     ）知事登録第      号 
 【郵便番号】 

 【所在地】 
 【電話番号】 

【６．工事施工者】 

 【氏名又は名称】 
 【営業所名】 建設業の許可（      ）第       号 
 【郵便番号】 

 【所在地】 
 【電話番号】 

【７．建設住宅性能評価を希望する性能表示事項】 

【８．備考】 



（第三面） 

申請する工事の概要 

【１．建築場所】 

【２．設計住宅性能評価書の交付番号】 第        号 

【３．設計住宅性能評価書交付年月日】     年  月  日 

【４．設計住宅性能評価書交付者】 

【５．確認済証番号】         第        号 

【６．確認済証交付年月日】          年  月  日 

【７．確認済証交付者】 

【８．工事着手（予定）年月日】        年  月  日 

【９．工事完了予定年月日】          年  月  日 

【10．検査対象工程工事終了予定年月日】             検査時期 

   （第  回）     年   月   日 （                    ） 

   （第  回）     年   月   日 （                    ） 

   （第  回）     年   月   日 （                    ） 

   （第  回）     年   月   日 （                    ） 

 

【11．その他必要な事項】 

【12．備考】 

 

 



（注意） 

１．第一面関係 

 ※印のある欄は記入しないでください。 

２．第二面関係 

① 申請者からの委任を受けて申請を代理で行う者がいる場合においては、２欄に記入してください。 

② 建築主が２以上のときは、３欄は代表となる建築主について記入し、別紙に他の建築主について

それぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

③ ４欄及び５欄の郵便番号、所在地及び電話番号には、設計者又は工事監理者が建築士事務所に属

しているときはそれぞれ建築士事務所のものを、設計者又は工事監理者が建築士事務所に属してい

ないときはそれぞれ設計者又は工事監理者のもの（所在地は住所とします。）を書いてください。 

④ ７欄は、必須評価事項以外で建設住宅性能評価を希望する性能表示事項を記入してください。 

３．第三面関係 

① １欄は、住居表示が定まっていないときは、地名地番を記入してください。 

② ２欄から４欄までに掲げる事項については、別紙に明示して添付すれば、記載する必要はありま

せん。 

③ ５欄から７欄までは、確認済証が交付されていない場合は空欄としてください。 

④ ８欄は、既に工事を着手している場合はその年月日を、それ以外の場合は予定日の年月日を記入

してください。 

⑤ 10 欄は、検査の回数が５回以上の場合は、適宜記入欄を増やして記入してください。 

⑥ ここに書き表せない事項で、評価に当たり特に注意を要する事項は、11 欄又は別紙に記載して添

えてください。 

⑦ 変更建設住宅性能評価に係る申請の際は、12 欄に第三面に係る部分の変更の概要について記入し

てください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第一面は、申請者若しくは工事施工者（法人である場合にあっては、それぞれその代表者）

又は工事監理者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。 

３ 共同住宅等に係る建設住宅性能評価の申請にあっては、この申請書を共同住宅等一棟又は複

数の住戸につき一部とすることができます。 

 

 

 



第六号の二様式（第五条関係） 

 

建設住宅性能評価申請書（既存住宅） 

 

（第一面） 

    年  月  日 

指定住宅性能評価機関  殿 

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項の規定に基づき、建設住宅性能評価を申請します。

この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 

 

 

所有者の氏名又は名称            印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※受付欄 

  年  月  日 
第         号 
申請受理者印 

※手数料欄 



（第二面） 

申請者等の概要 
【１．申請者】 

 【氏名又は名称のフリガナ】 

 【氏名又は名称】 

 【郵便番号】 

 【住所】 

 【電話番号】 

【２．代理者】 

 【氏名又は名称のフリガナ】 

 【氏名又は名称】 

 【郵便番号】 

 【住所】 

 【電話番号】 

【３．所有者】 

 【氏名又は名称のフリガナ】 

 【氏名又は名称】 

【郵便番号】 

 【住所】 

 【電話番号】 

【４．共用部分の管理者】 

【氏名又は名称のフリガナ】 

【氏名又は名称】 

【郵便番号】 

 【住所】 

【電話番号】 

【５．建設住宅性能評価を希望する性能表示事項】 

 
【６．備考】 

 

 

 



（第三面） 

建築物に関する事項 

【１．住居表示】  

【２．建て方】   □一戸建ての住宅  □共同住宅等 

【３．住戸の数】 

 【建物全体】 

 【評価対象住戸】 

【４．建築物の階数】  地上（      ）  地下（      ） 

【５．その他必要な事項】 

【６．備考】 

 



（第四面） 

住戸に関する事項 

【１．番号】 

【２．階】 

【３．利用関係】  □所有者が居住している  □所有者以外が居住している  □その他 

【４．その他必要な事項】 

【５．備考】 

 



（注意） 

１．各面共通関係 

 数字は算用数字を用いてください。 

２．第一面関係 

※印のある欄は記入しないでください。 

３．第二面関係 

① 申請者からの委任を受けて申請を代理で行う者がいる場合においては、２欄に記入してください。 

② ４欄は、申請に係る住宅が共同住宅等の場合に限り、記載してください。 

③ ５欄は、必須評価事項以外で建設住宅性能評価を希望する性能表示事項を記入してください。 

４．第三面関係 

ここに書き表せない事項で、評価に当たり特に注意を要する事項は、５欄又は別紙に記載して添え

てください。 

５．第四面関係 

① １欄は、住戸の数が１のときは「１」と記入し、住戸の数が２以上のときは、申請住戸ごとに通

し番号を付し、その番号を記入してください。 

② ここに書き表せない事項で、評価に当たり特に注意を要する事項は、４欄又は別紙に記載して添

えてください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第一面は、申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合にお

いては、押印を省略することができます。 

３ 第四面に記載すべき事項を第三面に明示するか、又は別紙に明示して添付すれば、第四面を

別途提出する必要はありません。 

４ 共同住宅等に係る建設住宅性能評価の申請にあっては、第四面を申請に係る住戸ごとに作成

した場合、この申請書を共同住宅等一棟又は複数の住戸につき一部とすることができます。 



第四号様式（第三条関係） 

 

変更設計住宅性能評価申請書 

 

（第一面） 

  年  月  日 

指定住宅性能評価機関  殿 

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 下記の住宅について、住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第３条第１項の規定に基づき、

変更設計住宅性能評価を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。                                             

 

記 

 

【計画を変更する住宅の直前の設計住宅性能評価】 

 １．設計住宅性能評価書交付番号    第         号 

 

２．設計住宅性能評価書交付年月日       年  月  日 

 

３．設計住宅性能評価書交付者 

 

 ４．変更の概要 

 
※受付欄 

  年  月  日 
第         号 
申請受理者印 

※手数料欄 

 

（注意）① 数字は算用数字を用いてください。 

② ※印のある欄は記入しないでください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 

３ 共同住宅等に係る変更設計住宅性能評価の申請にあっては、この申請書を共同住宅等一棟又

は複数の住戸につき一部とすることができます。 



第五号様式（第四条関係） 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第４条第２項の通知書 

 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

申請者            様 

 

指定住宅性能評価機関            印 

 

 

 別添の設計住宅性能評価申請書及びその添付図書に記載の住宅については、下記の理由により設計住

宅性能評価書を交付できませんので、住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第４条第２項の

規定に基づき、通知書を交付します。 

 

（理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 一の申請者に対し、共同住宅等の複数の住戸に係る通知書を交付する場合、この通知書を一

部とすることができます。 



第六号様式（第五条関係） 

 

建設住宅性能評価申請書 

 

（第一面） 

    年  月  日 

指定住宅性能評価機関  殿 

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項の規定に基づき、建設住宅性能評価を申請します。

この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 

 

  

工事施工者の氏名又は名称            印 

  

代表者の氏名              

 

工 事 監 理 者 の 氏 名            印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※受付欄 

  年  月  日 
第         号 
申請受理者印 

※手数料欄 



（第二面） 

申請者等の概要 
【１．申請者】 

 【氏名又は名称のフリガナ】 

 【氏名又は名称】 

 【郵便番号】 

 【住所】 

 【電話番号】 

【２．代理者】 

 【氏名又は名称のフリガナ】 

 【氏名又は名称】 

 【郵便番号】 

 【住所】 

 【電話番号】 

【３．建築主】 

 【氏名又は名称のフリガナ】 

 【氏名又は名称】 

【郵便番号】 

 【住所】 

 【電話番号】 

【４．設計者】 

 【資格】       （    ）建築士   （        ）登録      号 

 【氏名】 

 【建築士事務所名】  （    ）建築士事務所（     ）知事登録第      号 

 【郵便番号】 

 【所在地】 

 【電話番号】 

【５．工事監理者】 

 【資格】       （    ）建築士   （        ）登録      号 

 【氏名】 

 【建築士事務所名】  （    ）建築士事務所（     ）知事登録第      号 

 【郵便番号】 

 【所在地】 

 【電話番号】 

【６．工事施工者】 

 【氏名又は名称】 

 【営業所名】 建設業の許可（      ）第       号 

 【郵便番号】 

 【所在地】 

 【電話番号】 

【７．備考】 



（第三面） 

申請する工事の概要 

【１．建築場所】 

【２．設計住宅性能評価書の交付番号】 第        号 

【３．設計住宅性能評価書交付年月日】     年  月  日 

【４．設計住宅性能評価書交付者】 

【５．確認済証番号】         第        号 

【６．確認済証交付年月日】          年  月  日 

【７．確認済証交付者】 

【８．工事着手（予定）年月日】        年  月  日 

【９．工事完了予定年月日】          年  月  日 

【10．検査対象工程工事終了予定年月日】             検査時期 

   （第  回）     年   月   日 （                    ） 

   （第  回）     年   月   日 （                    ） 

   （第  回）     年   月   日 （                    ） 

   （第  回）     年   月   日 （                    ） 

 

【11．その他必要な事項】 

【12．備考】 

 

 



（注意） 

１．第一面関係 

 ※印のある欄は記入しないでください。 

２．第二面関係 

① 申請者からの委任を受けて申請を代理で行う者がいる場合においては、２欄に記入してください。 

② 建築主が２以上のときは、３欄は代表となる建築主について記入し、別紙に他の建築主について

それぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

③ ４欄及び５欄の郵便番号、所在地及び電話番号には、設計者又は工事監理者が建築士事務所に属

しているときはそれぞれ建築士事務所のものを、設計者又は工事監理者が建築士事務所に属してい

ないときはそれぞれ設計者又は工事監理者のもの（所在地は住所とします。）を書いてください。 

３．第三面関係 

① １欄は、住居表示が定まっていないときは、地名地番を記入してください。 

② ２欄から４欄までに掲げる事項については、別紙に明示して添付すれば、記載する必要はありま

せん。 

③ ５欄から７欄までは、確認済証が交付されていない場合は空欄としてください。 

④ ８欄は、既に工事を着手している場合はその年月日を、それ以外の場合は予定日の年月日を記入

してください。 

⑤ 10 欄は、検査の回数が５回以上の場合は、適宜記入欄を増やして記入してください。 

⑥ ここに書き表せない事項で、評価に当たり特に注意を要する事項等は、11 欄又は別紙に記載して

添えてください。 

⑦ 変更建設住宅性能評価に係る申請の際は、12 欄に第三面に係る部分の変更の概要について記入し

てください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第二面は、申請者若しくは工事施工者（法人である場合にあっては、それぞれその代表者）

又は工事監理者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。 

３ 共同住宅等に係る建設住宅性能評価の申請にあっては、この申請書を共同住宅等一棟又は複

数の住戸につき一部とすることができます。 



第七号様式（第五条関係） 

 

変更建設住宅性能評価申請書 

 

（第一面） 

  年  月  日 

指定住宅性能評価機関  殿 

 
申請者の氏名又は名称            印 

                                             
代表者の氏名              

 
 

 下記の住宅について、住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第５条第１項の規定に基づき、
変更建設住宅性能評価を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 
 
 

工事施工者の氏名又は名称            印 
 

代表者の氏名              
 

工 事 監 理 者 の 氏 名            印 
 
 
                                             

【建設工事を変更する直前の建設住宅性能評価】 

 １．建設住宅性能評価書交付番号     第         号 

 

２．建設住宅性能評価書交付年月日        年  月  日 

  

３．建設住宅性能評価書交付者 

 

 ４．変更の概要 

 

 

 

 

 

 
※受付欄 

  年  月  日 
第         号 
申請受理者印 

※手数料欄 

 

（注意） 



① 数字は算用数字を用いてください。 

② ※印のある欄は記入しないでください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 申請者若しくは工事施工者（法人である場合にあっては、それぞれその代表者）又は工事監

理者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。 

３ 共同住宅等に係る変更建設住宅性能評価の申請にあっては、この申請書を共同住宅等一棟又

は複数の住戸につき一部とすることができます。 



第八号様式（第六条関係） 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第６条第１項の規定による 

検査対象工程に係る工事が完了する日又は完了した日の通知 

 

  年  月  日 

指定住宅性能評価機関  殿 

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第６条第１項の規定に基づき、検査対象工程に係る工

事が完了する日（完了した日）を通知します。 

 

記 

 

１．設計住宅性能評価書交付番号         第         号 

 

２．設計住宅性能評価書交付年月日            年  月  日 

 

３．設計住宅性能評価書交付者 

 

４．検査対象工程に係る工事 

 

５．検査対象工程に係る工事の完了（予定）年月日        年  月  日 

 

６．建築場所 

 

 

（注意） 

  数字は算用数字を用いてください。 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 

３ 一の申請者が、共同住宅等の複数の住戸に係る通知を行う場合、この通知書一部をもって通

知を行うことができます。 



第九号様式（第六条関係） 

 

検査報告書 

 

  年  月  日 

申請者            様 

 

指定住宅性能評価機関           印 

 

 

 下記の検査対象工程に係る工事について、評価方法基準に基づく検査を行ったので、その結果を報告

します。 

 

記 

 

１．設計住宅性能評価書交付番号         第         号 

 

２．設計住宅性能評価書交付年月日            年  月  日 

 

３．設計住宅性能評価書交付者 

 

４．建築場所 

 

５．検査を行った住宅の名称、構造の種別その他概要 

 

６．検査対象工程に係る工事 

 

７．検査年月日                     年  月  日 

 

８．検査を行った評価員の氏名 

 

９．検査結果（不適合の場合は事由を記載） 

 

10．備考 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 数字は算用数字を用いてください。 

３ 一の申請者に対し、共同住宅等の複数の住戸に係る報告を行う場合、この報告書を一部とす

ることができます。 



第十号様式（第七条関係） 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第７条第２項の通知書 

 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

申請者            様 

 

指定住宅性能評価機関            印 

 

 

 別添の建設住宅性能評価申請書及びその添付図書に記載の住宅については、下記の理由により建設住

宅性能評価書を交付できませんので、住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第７条第２項の

規定に基づき、通知書を交付します。 

  

（理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 一の申請者に対し、共同住宅等の複数の住戸に係る通知書を交付する場合、この通知書を一

部とすることができます。 



第十一号様式（第八条関係） 

 

指定住宅性能評価機関指定申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律第７条第１項の指定を受けたいので、同条第２項の規定に基づ

き、申請します。 

 

 

１．指定を受けようとする区分 

 

 

２．評価の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

３．評価の業務を開始しようとする年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

  申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第８条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第十二号様式（第八条関係） 

 

 

 

評価の業務の予定棟数 

 

第１項及び第４項関係（すべての住宅） 

業 務 の 区 分 推定棟数 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 200 ㎡以内の一戸建ての住宅 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 200 ㎡を超える一戸建ての住宅 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 500 ㎡以内の共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 500 ㎡を超え、2,000 ㎡以内の共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 2,000 ㎡を超え、10,000 ㎡以内の共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 10,000 ㎡を超える共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 

 

 

 

第２項及び第５項関係（第一種建築物） 

業 務 の 区 分 推定棟数 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 200 ㎡以内の一戸建ての住宅 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 200 ㎡を超える一戸建ての住宅 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 500 ㎡以内の共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 500 ㎡を超え、2,000 ㎡以内の共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 2,000 ㎡を超え、10,000 ㎡以内の共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 10,000 ㎡を超える共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 

 

 

 



第３項及び第６項関係（第一種建築物又は第二種建築物） 

業 務 の 区 分 推定棟数 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 200 ㎡以内の一戸建ての住宅 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 200 ㎡を超える一戸建ての住宅 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 500 ㎡以内の共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 500 ㎡を超え、2,000 ㎡以内の共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 2,000 ㎡を超え、10,000 ㎡以内の共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 
設 計 住 宅 性 能 評 価  棟 
新築住宅に係る建設住宅性能評価   棟 延べ面積が 10,000 ㎡を超える共同住宅等 
既存住宅に係る建設住宅性能評価   棟 

 

（注意） 

① 事業年度に行う推定棟数を記載してください。 

② 指定の更新の場合には、前事業年度の実績を記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 設計住宅性能評価及び建設住宅性能評価を行う棟数の推定理由を示す書類を添付してくだ

さい。（指定の更新の場合を除く。） 



第十三号様式（第十二条関係） 

 

指定住宅性能評価機関変更届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称           印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、名称若しくは住所又は事務所の所在地を変更するので、住宅の品質確保の促進等に関

する法律第 10 条第２項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．変更後の名称若しくは住所又は事務所の所在地 

 

 

２．変更しようとする年月日 

 

 

３．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 指定住宅性能評価機関（指定住宅性能評価機関が法人である場合にあっては、その代表者）

の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第十四号様式（第十三条関係） 

 

指定住宅性能評価機関指定更新申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

  

 

指定の更新を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 11 条第１項の規定に基づき、

申請します。 

 

 

１．指定番号 

 

 

２．指定の有効期限        年   月   日 

 

 

３．指定の区分 

 

 

４．評価の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

 

 

（注意） 

申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第８条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第十五号様式（第十六条関係） 

 

指定住宅性能評価機関評価員選任等届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、評価員の選任（解任）をしたので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 12 条第

３項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．選任（解任）した評価員の氏名及び略歴 

 

 

 

２．選任（解任）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

 解任の場合は、略歴の記載は不要です。 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 指定住宅性能評価機関（指定住宅性能評価機関が法人である場合にあっては、その代表者）

の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第十六号様式（第十七条関係） 

 

指定住宅性能評価機関評価業務規程認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

評価業務規程の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 15 条第１項前段の規

定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 認可に係る評価業務規程を添付してください。 

３ 指定住宅性能評価機関（指定住宅性能評価機関が法人である場合にあっては、その代表者）

の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第十七号様式（第十七条関係） 

 

指定住宅性能評価機関評価業務規程変更認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者氏名              

 

 

評価業務規程の変更の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 15 条第１項後

段の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

１．変更の内容 

 

 

 

 

２．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 変更前及び変更後を対照した新旧条文の対照表を添付してください。 

３ 指定住宅性能評価機関（指定住宅性能評価機関が法人である場合にあっては、その代表者）

の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略してください。 



45
ｃ
ｍ
以
上

 

第十八号様式（第十九条関係） 

 

 
指定住宅性能評価機関票 

 
この標識は、指定住宅性能評価機関としての指定の主要な内容と、業務の内容を表示しています。 

 

指定の番号 第         号 

指定の有効期間    年  月  日から    年  月  日まで 

氏名又は名称  

代表者の氏名  

主たる事務所の所在地             電話番号  （  ）   

実施する住宅性能評価の種類  

住宅性能評価を行う 
住宅の種類 

 

業務を行う区域  
 

                  40ｃｍ以上                                           

                    

 



第十九号様式（第二十二条関係） 

 

指定住宅性能評価機関業務休廃止届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

 代表者の氏名                         

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第 20 条第１項の規定に基づき、評価の業務の一部（全部）の

休止（廃止）をするので、次のとおり届け出ます。 

 

 

１．休止（廃止）しようとする評価の業務の範囲 

 

 

 

２．休止（廃止）しようとする年月日 

 

 

 

３．休止しようとする場合にあっては、その期間 

 

 

 

４．休止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 指定住宅性能評価機関（指定住宅性能評価機関が法人である場合にあっては、その代表者）

の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第二十号様式（第二十四条関係） 

 

住宅型式性能認定申請書 

 

  年  月  日 

 国土交通大臣 

指定住宅型式性能認定機関  殿 

 承認住宅型式性能認定機関 

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第22条第１項の規定による住宅型式性能認定を受けたいので、

次のとおり申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

記 

 

１．認定を受けたい型式に係る住宅又はその部分の種類 

 

２．認定を受けたい型式に係る性能表示事項 

 

３．備考 

 

 

 

（注意） 

 ① 不要な文字は、抹消してください。 

② 申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

③ 備考欄には、当該申請以外に住宅型式性能認定を受けようとしている旨を記載する等所要の事   

  項を記載して下さい。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 承認住宅型式性能認定機関が、業務の円滑な実施を図るため必要な範囲内でこの様式の一部

を変更した場合は、それによることができます。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 

  ４ 各欄に記載すべき事項は、別紙により提出することができます。 

５ 国土交通大臣に申請する場合は、この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印紙（消印

をしていないものに限る。）を貼付してください。 



第二十一号様式（第二十五条関係） 

 

住宅型式性能認定書 

 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 申請者            様 

 

         国土交通大臣                      

指定住宅型式性能認定機関            印 

                  承認住宅型式性能認定機関              

 

 

 下記の型式については、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 22 条第１項の規定に基づき、日本

住宅性能表示基準に従って表示すべき性能を有するものであることを認定する。 

 

記 

 

１．認定番号 

 

２．認定をした型式に係る住宅又はその部分の種類 

 

３．認定をした型式に係る性能表示事項 

 

４．住宅に係る住宅型式性能認定にあっては、認定をした型式の性能 

 

５．備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてくだい。 

   ２ 承認住宅型式性能認定機関は、業務の円滑な実施を図るため必要な範囲内でこの様式の一部

を変更することができます。 

３ 不要な文字は、抹消してください。 

  ４ 各欄に記載すべき事項は、別紙によることができます。 



第二十二号様式（第二十五条関係） 

 

住宅型式性能認定をしない旨の通知書 

 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 申請者            様 

 

         国土交通大臣                      

指定住宅型式性能認定機関            印 

                  承認住宅型式性能認定機関              

 

 

 下記の申請については、下記の理由により住宅の品質確保の促進等に関する法律第 22 条第１項の規

定による住宅型式性能認定をしないこととしたので、住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第

25 条第２項の規定に基づき、通知書を交付します。 

 なお、この処分に不服があるときは、国土交通大臣が行った処分についてはこの通知を受けた日の翌

日から起算して 60 日以内に国土交通大臣に対して異議申立てを、指定住宅型式性能認定機関が行った

処分についてはこの通知を受けた日の翌日から起算して 60 日以内に国土交通大臣に対して審査請求を

することができます。 

 

記 

 

１．申請年月日    年   月   日 

 

２．申請に係る型式の概要 

 

３．理由 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

   ２ 承認住宅型式性能認定機関は、業務の円滑な実施を図るため必要な範囲内でこの様式の一部

を変更することができます。 

３ 不要な文字は、抹消してください。 

  ４ 各欄に記載すべき事項は、別紙によることができます。 



第二十三号様式（第二十七条関係） 

 

型式住宅部分等製造者等認証申請書 

 

  年  月  日 

 国土交通大臣 

指定住宅型式性能認定機関  殿 

 承認住宅型式性能認定機関 

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第 25 条第１項（第 37 条第１項）の規定による認証を受けたい

ので、次のとおり申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

記 

 

１．型式住宅部分等の種類 

 

２．型式住宅部分等に係る住宅型式性能認定の認定番号及び認定年月日 

 

  認定番号 第          号     認定年月日    年   月   日 

 

 

３．工場その他の事業場の名称及び所在地 

 

４．技術的生産条件に関する事項 

 

５．備考 

 

 

 

 

（注意） 

 ① 不要な文字は、抹消してください。 

② 申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

③ 備考欄には、当該申請以外に認証を受けようとしている旨を記載する等所要の事項を記載して 

 ください。 



備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 承認住宅型式性能認定機関が、業務の円滑な実施を図るため必要な範囲内でこの様式の一部

を変更した場合は、それによることができます。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 

  ４ 各欄に記載すべき事項は、別紙により提出することができます。 

５ 国土交通大臣に申請する場合は、この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印紙（消印

をしていないものに限る。）を貼付してください。 

 



第二十四号様式（第二十九条関係） 

 

型式住宅部分等製造者等認証書 

 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 申請者            様 

 

         国土交通大臣                      

指定住宅型式性能認定機関            印 

                  承認住宅型式性能認定機関              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第 25 条第１項（第 37 条第１項）の規定に基づき、下記のとお

り型式住宅部分等の製造者（外国製造者）としての認証を行う。 

 

記 

 

１．認証番号 

 

２．認証をした型式住宅部分等の種類 

 

３．認証をした型式住宅部分等に係る性能表示事項 

 

４．住宅である型式住宅部分等にあっては、当該認証を受けた型式住宅部分等の性能 

 

５．認証の有効期限      年   月   日 

 

６．備考 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

   ２ 承認住宅型式性能認定機関は、業務の円滑な実施を図るため必要な範囲内でこの様式の一部

を変更することができます。 

３ 不要な文字は、抹消してください。 

  ４ 各欄に記載すべき事項は、別紙によることができます。 



第二十五号様式（第二十九条関係） 

 

認証をしない旨の通知書 

 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 申請者            様 

 

         国土交通大臣                      

指定住宅型式性能認定機関            印 

                  承認住宅型式性能認定機関              

 

 

 下記の申請については、下記の理由により住宅の品質確保の促進等に関する法律第 25 条第１項（同

法第 37 条第１項）の規定による型式住宅部分等の製造者（外国製造者）としての認証をしないことと

したので、同法施行規則第 29 条第２項の規定により通知書を交付します。 

 なお、この処分に不服があるときは、国土交通大臣が行った処分についてはこの通知を受けた日の翌

日から起算して 60 日以内に国土交通大臣に対して異議申立てを、指定住宅型式性能認定機関が行った

処分についてはこの通知を受けた日の翌日から起算して 60 日以内に国土交通大臣に対して審査請求を

することができます。 

 

記 

 

１．申請年月日    年   月   日 

 

２．申請に係る型式住宅部分等の概要 

 

３．理由 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

   ２ 承認住宅型式性能認定機関は、業務の円滑な実施を図るため必要な範囲内でこの様式の一部

を変更することができます。 

３ 不要な文字は、抹消してください。 

  ４ 各欄に記載すべき事項は、別紙によることができます。  



第二十六号様式（第三十一条関係） 

 

認証型式住宅部分等製造者等更新申請書 

 

  年  月  日 

 国土交通大臣 

指定住宅型式性能認定機関  殿 

 承認住宅型式性能認定機関 

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第 28 条第１項（同法第 37 条第 2 項において準用する場合を含

む。）の規定による認証の更新を受けたいので、次のとおり申請します。この申請書及び添付図書に記

載の事項は、事実に相違ありません。 

 

記 

 

１．当該認証型式住宅部分等の認証番号及び認証年月日 

 

  認証番号 第          号     認証年月日    年   月   日 

 

 

２．型式住宅部分等に係る住宅型式性能認定の認定番号及び認定年月日 

 

  認定番号 第          号     認定年月日    年   月   日 

 

 

３．工場その他の事業場の名称及び所在地 

 

４．技術的生産条件に関する事項 

 

５．備考 

 

 

 

 



（注意） 

 ① 不要な文字は、抹消してください。 

② 申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

③ 備考欄には、当該申請以外に認証を受けようとしている旨を記載する等所要の事項を記載してく

ださい。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 承認住宅型式性能認定機関が、業務の円滑な実施を図るため必要な範囲内でこの様式の一部

を変更した場合は、それによることができます。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 

  ４ 各欄に記載すべき事項は、別紙により提出することができます。 

５ 国土交通大臣に申請する場合は、この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印紙（消印

をしていないものに限る。）を貼付してください。 

 



第二十七号様式（第三十三条関係） 

 

認証型式住宅部分等製造者等変更届出書 

 

  年  月  日 

 国土交通大臣  殿 

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第 25 条第２項の国土交通省令で定める事項に下記のとおり変

更がありましたので、同法第 30 条（同法第 37 条第 2 項において準用する場合を含む。）の規定に基づ

き、届け出ます。 

 

記 

 

１．型式住宅部分等の種類 

 

２．型式住宅部分等の認証番号及び認証年月日 

 

  認証番号 第          号     認証年月日    年   月   日 

 

３．変更の内容及び理由 

変更の内容 
変更に係る事項 

変更前 変更後 
変更年月日 変更の理由 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（注意） 

届出者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 承認住宅型式性能認定機関が、業務の円滑な実施を図るため必要な範囲内でこの様式の一部

を変更した場合は、それによることができます。 

３ 届出者（届出者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 

  ４ 各欄に記載すべき事項は、別紙により提出することができます。 



第二十八号様式（第三十四条関係） 

 

製造事業廃止届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

 代表者の氏名                         

 

 

 認証に係る型式住宅部分等の製造の事業を廃止するので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 31

条第１項の規定に基づき、届け出ます。 

 

 

１．認証番号 

 

２．製造の事業の廃止に係る型式部材等の種類 

 

３．廃止しようとする年月日 

 

４．廃止の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考  １ この用紙の大きさは日本工業規格Ａ４としてください。 

    ２ 届出者（届出者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う  

     場合においては、押印を省略できます。 



第二十九号様式（第三十七条関係） 

 
 

住宅品質確保促進法 
 
 

（認証番号） 
 
 

（認証年月日） 
 

 

 
２cm 以上 

 

 

 

（注意） 

① 大きさは、表示を容易に識別することができるものであること。 

② 材料は、容易に損傷しないものであること。 

③ 色彩は、適宜とする。ただし、表示を容易に識別することができるものであること。 

④ 認証の更新を受けた認証（外国）住宅型式部分等製造者が製造をした型式住宅部分等については、

認証年月日の欄に更新年月日を記載すること。 

２
cm

以
上

 



第三十号様式（第四十五条関係） 

 

指定住宅型式性能認定機関指定申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律第 41 条第１項の指定を受けたいので、同条第２項の規定に基

づき、申請します。 

 

 

１．指定を受けようとする区分 

 

 

２．認定等の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

３．認定等の業務を開始しようとする年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

  申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第 45 条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第三十一号様式（第四十六条関係） 

 

指定住宅型式性能認定機関変更届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称           印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、名称若しくは住所又は事務所の所在地を変更するので、住宅の品質確保の促進等に関

する法律第 41 条第３項において準用する第 10 条第２項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．変更後の名称若しくは住所又は事務所の所在地 

 

 

２．変更しようとする年月日 

 

 

３．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 指定住宅型式性能認定機関（指定住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第三十二号様式（第四十七条関係） 

 

指定住宅型式性能認定機関指定更新申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

  

 

指定の更新を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 41 条第３項において準用する

第 11 条第１項の規定に基づき、申請します。 

 

 

１．指定番号 

 

 

２．指定の有効期限        年   月   日 

 

 

３．指定の区分 

 

 

４．認定等の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

 

 

 

（注意） 

申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第 45 条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第三十三号様式（第五十条関係） 

 

指定住宅型式性能認定機関認定員選任等届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、認定員の選任（解任）をしたので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 44 条第

３項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．選任（解任）した認定員の氏名及び略歴 

 

 

 

２．選任（解任）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

 解任の場合は、略歴の記載は不要です。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 指定住宅型式性能認定機関（指定住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第三十四号様式（第五十一条関係） 

 

指定住宅型式性能認定機関認定等業務規程認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

認定等業務規程の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 41 条第３項におい

て準用する第 15 条第１項前段の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 認可に係る認定等業務規程を添付してください。 

３ 指定住宅型式性能認定機関（指定住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第三十五号様式（第五十一条関係） 

 

指定住宅型式性能認定機関認定等業務規程変更認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者氏名              

 

 

認定業務規程の変更の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 41 条第３項に

おいて準用する第 15 条第１項後段の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

１．変更の内容 

 

 

 

 

２．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 変更前及び変更後を対照した新旧条文の対照表を添付してください。 

３ 指定住宅型式性能認定機関（指定住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略してください。 



第三十六号様式（第五十三条関係） 

 

認定等を行った旨の報告書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

報 告 者 の 住 所              

 

報告者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

認定（認証・認証の更新）を行ったので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 45 条第１項の規

定に基づき、次のとおり報告します。 

 

記 

 

１．認定（認証・認証の更新）を受けた者の氏名又は名称及び住所 

 

 

２．認定（認証・認証の更新）をした型式に係る住宅又はその部分の種類（型式住宅部分等の種類） 

 

 

３．認定（認証・認証の更新）をした型式（型式住宅部分等）に係る性能表示事項 

 

 

４．住宅に係るものにあっては、認定（認証・認証の更新）をした型式（型式住宅部分等）に係る性能 

 

 

５．認定（認証）番号 

 

６．認定（認証・更新）年月日 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 報告者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

３ 報告者（報告者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略できます。 



第三十七号様式（第五十六条関係） 

 

指定住宅型式性能認定機関業務休廃止許可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

 代表者の氏名                         

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第 46 条第１項の規定に基づき、認定の業務の一部（全部）の

休止（廃止）に係る許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

 

１．休止（廃止）しようとする認定等の業務の範囲 

 

 

 

２．休止（廃止）しようとする年月日 

 

 

 

３．休止しようとする場合にあっては、その期間 

 

 

 

４．休止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 指定住宅型式性能認定機関（指定住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第三十八号様式（第五十八条関係） 

 

承認住宅型式性能認定機関承認申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律第 50 条第１項の承認を受けたいので、同条第 50 条第２項にお

いて準用する第 41 条第２項の規定に基づき、申請します。 

 

 

１．承認を受けようとする区分 

 

 

２．認定等の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

３．認定等の業務を開始しようとする年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

  申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第 58 条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第三十九号様式（第五十九条関係） 

 

承認住宅型式性能認定機関変更届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称           印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、名称若しくは住所又は事務所の所在地を変更するので、住宅の品質確保の促進等に関

する法律第 50 条第２項において準用する第 10 条第２項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．変更後の名称若しくは住所又は事務所の所在地 

 

 

２．変更しようとする年月日 

 

 

３．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 承認住宅型式性能認定機関（承認住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第四十号様式（第六十条関係） 

 

承認住宅型式性能認定機関承認更新申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

  

 

承認の更新を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 50 条第２項において準用する

第 11 条第１項の規定に基づき、申請します。 

 

 

１．承認番号 

 

 

２．承認の有効期限        年   月   日 

 

 

３．承認の区分 

 

 

４．認定等の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

 

 

 

（注意） 

申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第 58 条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第四十一号様式（第六十一条関係） 

 

承認住宅型式性能認定機関認定員選任等届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、認定員の選任（解任）をしたので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 50 条第

２項において準用する第 44 条第３項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．選任（解任）した認定員の氏名及び略歴 

 

 

 

２．選任（解任）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

 解任の場合は、略歴の記載は不要です。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 承認住宅型式性能認定機関（承認住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第四十二号様式（第六十二条関係） 

 

承認住宅型式性能認定機関認定等業務規程認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

認定等業務規程の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 50 条第２項におい

て準用する第 15 条第１項前段の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 認可に係る認定等業務規程を添付してください。 

３ 承認住宅型式性能認定機関（承認住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第四十三号様式（第六十二条関係） 

 

承認住宅型式性能認定機関認定等業務規程変更認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者氏名              

 

 

認定等業務規程の変更の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 50 条第２項

において準用する第 15 条第１項後段の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

１．変更の内容 

 

 

 

 

２．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 変更前及び変更後を対照した新旧条文の対照表を添付してください。 

３ 承認住宅型式性能認定機関（承認住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略してください。 



第四十四号様式（第六十三条関係） 

 

認定等を行った旨の報告書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

報 告 者 の 住 所              

 

報告者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

認定（認証・認証の更新）を行ったので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 50 条第 2 項にお

いて準用する第 45 条第１項の規定に基づき、次のとおり報告します。 

 

記 

 

１．認定（認証・認証の更新）を受けた者の氏名又は名称及び住所 

 

２．認定（認証・認証の更新）を行った型式に係る住宅又はその部分の種類（型式住宅部分等の種類） 

 

３．認定（認証・認証の更新）をした型式（型式住宅部分等）に係る性能表示事項 

 

４．住宅に係るものにあっては、認定（認証・認証の更新）をした型式（型式住宅部分等）に係る性 

 能 

 

５．認定（認証）番号 

 

６．認定（認証・更新）年月日 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 報告者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

３ 報告者（報告者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略できます。 



第四十五号様式（第六十四条関係） 

 

承認住宅型式性能認定機関業務休廃止届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

 代表者の氏名                         

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第50条第２項において準用する第20条第１項の規定に基づき、

認定等の業務の一部（全部）の休止（廃止）をするので、次のとおり届け出ます。 

 

 

１．休止（廃止）しようとする認定等の業務の範囲 

 

 

 

２．休止（廃止）しようとする年月日 

 

 

 

３．休止しようとする場合にあっては、その期間 

 

 

 

４ 休止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

   ２ 承認住宅型式性能認定機関（承認住宅型式性能認定機関が法人である場合にあっては、その

代表者）の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第四十六号様式（第六十六条関係） 

 

特別評価方法認定申請書 

 

  年  月  日 

 国土交通大臣  殿 

  

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第52条第１項の規定による特別評価方法認定を受けたいので、

次のとおり申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

記 

 

１．認定を受けようとする特別評価方法の名称 

 

２．認定を受けたい特別評価方法を用いて評価されるべき性能表示事項 

 

３．備考 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

 ① 申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

② 備考欄には、当該申請以外に特別評価方法認定を受けようとしている旨を記載する等所要の事 

  項を記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 

  ３ 各欄に記載すべき事項は、別紙により提出することができます。 

４ この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印紙（消印をしていないものに限る。）を貼

付してください。 



第四十七号様式（第六十八条関係） 

 

特別評価方法認定書 

 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 申請者            様 

 

     国土交通大臣            印 

 

 

 下記の特別評価方法については、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 52 条第１項の規定に基づ

き、日本住宅性能表示基準に従って表示すべき性能に関し、評価方法基準に従った方法に代わるもので

あることを認定する。 

 

記 

 

１．認定番号 

 

２．認定をした特別評価方法の名称 

 

３．認定をした特別評価方法を用いて評価されるべき性能表示事項 

 

４．備考 

 

 

 

 

 



第四十八号様式（第六十八条関係） 

 

特別評価方法認定をしない旨の通知書 

 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 申請者            様 

 

          国土交通大臣            印 

 

 

 下記の申請については、下記の理由により住宅の品質確保の促進等に関する法律第 52 条第１項の規

定による特別評価方法認定をしないこととしたので、住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則第

68 条第２項の規定により通知書を交付します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して 60 日以内に国土交通

大臣に対して異議申立てをすることができます。 

 

記 

 

１．申請年月日    年   月   日 

 

２．申請に係る特別評価方法の名称 

 

３．理由 

 



第四十九号様式（第七十一条関係） 

 

指定試験機関指定申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律第 55 条第１項の指定を受けたいので、同法第 55 条第２項にお

いて準用する第 41 条第２項の規定に基づき、申請します。 

 

 

１．指定を受けようとする区分 

 

 

２．試験の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

３．試験の業務を開始しようとする年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

  申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第 71 条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第五十号様式（第七十二条関係） 

 

指定試験機関変更届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称           印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、名称若しくは住所又は事務所の所在地を変更するので、住宅の品質確保の促進等に関

する法律第 55 条第２項において準用する第 10 条第２項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．変更後の名称若しくは住所又は事務所の所在地 

 

 

２．変更しようとする年月日 

 

 

３．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 指定試験機関（指定試験機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第五十一号様式（第七十三条関係） 

 

指定試験機関指定更新申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

  

 

指定の更新を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 55 条第２項において準用する

第 11 条第１項の規定に基づき、申請します。 

 

 

１．指定番号 

 

 

２．指定の有効期限        年   月   日 

 

 

３．指定の区分 

 

 

４．試験の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

 

 

 

（注意） 

申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第 70 条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第五十二号様式（第七十六条関係） 

 

指定試験機関試験員選任等届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、試験員の選任（解任）をしたので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 58 条第

３項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．選任（解任）した試験員の氏名及び略歴 

 

 

 

２．選任（解任）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

 解任の場合は、略歴の記載は不要です。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 指定試験機関（指定試験機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第五十三号様式（第七十七条関係） 

 

指定試験機関試験業務規程認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

試験業務規程の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 55 条第２項において

準用する第 15 条第１項前段の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 認可に係る試験業務規程を添付してください。 

３ 指定試験機関（指定試験機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第五十四号様式（第七十七条関係） 

 

指定試験機関試験業務規程変更認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者氏名              

 

 

試験業務規程の変更の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 55 条第２項に

おいて準用する第 15 条第１項後段の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

１．変更の内容 

 

 

 

 

２．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 変更前及び変更後を対照した新旧条文の対照表を添付してください。 

３ 指定試験機関（指定試験機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略してください。 



第五十五号様式（第八十一条関係） 

 

指定試験機関業務休廃止許可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

 代表者の氏名                         

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第55条第２項において準用する第46条第１項の規定に基づき、

試験の業務の一部（全部）の休止（廃止）に係る許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

 

１．休止（廃止）しようとする試験の業務の範囲 

 

 

 

２．休止（廃止）しようとする年月日 

 

 

 

３．休止しようとする場合にあっては、その期間 

 

 

 

４．休止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 指定試験機関（指定試験機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第五十六号様式（第八十三条関係） 

 

承認試験機関承認申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律第 60 条第１項の指定を受けたいので、同条第 60 条第２項にお

いて準用する第 41 条第２項の規定に基づき、申請します。 

 

 

１．承認を受けようとする区分 

 

 

２．試験の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

３．試験の業務を開始しようとする年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

  申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第 83 条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第五十七号様式（第八十四条関係） 

 

承認試験機関変更届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称           印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、名称若しくは住所又は事務所の所在地を変更するので、住宅の品質確保の促進等に関

する法律第 60 条第２項において準用する第 10 条第２項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．変更後の名称若しくは住所又は事務所の所在地 

 

 

２．変更しようとする年月日 

 

 

３．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 承認試験機関（承認指定機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第五十八号様式（第八十五条関係） 

 

承認試験機関承認更新申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

  

 

承認の更新を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 60 条第２項において準用する

第 11 条第１項の規定に基づき、申請します。 

 

 

１．承認番号 

 

 

２．承認の有効期限        年   月   日 

 

 

３．承認の区分 

 

 

４．試験の業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

 

 

 

（注意） 

申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 第 83 条各号に掲げる書類を添付してください。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 



第五十九号様式（第八十六条関係） 

 

承認試験機関試験員選任等届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

下記のとおり、評価員の選任（解任）をしたので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 60 条第

２項において準用する第 58 条第３項の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１．選任（解任）した試験員の氏名及び略歴 

 

 

 

２．選任（解任）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

 解任の場合は、略歴の記載は不要です。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 承認試験機関（承認試験機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第六十号様式（第八十七条関係） 

 

承認試験機関試験業務規程認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 

試験業務規程の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 60 条第２項において

準用する第 15 条第１項前段の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 認可に係る評価業務規程を添付してください。 

３ 承認試験機関（承認試験機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第六十一号様式（第八十七条関係） 

 

承認試験機関試験業務規程変更認可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

代表者氏名              

 

 

試験業務規程の変更の認可を受けたいので、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 60 条第２項に

おいて準用する第 15 条第１項後段の規定により、別添のとおり申請します。 

 

 

 

１．変更の内容 

 

 

 

 

２．変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 変更前及び変更後を対照した新旧条文の対照表を添付してください。 

３ 承認試験機関（承認試験機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略してください。 



第六十二号様式（第八十八条関係） 

 

承認試験機関業務休廃止許可申請書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

 

申 請 者 の 住 所              

 

申請者の氏名又は名称            印 

 

 代表者の氏名                         

 

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第60条第２項において準用する第20条第１項の規定に基づき、

試験の業務の一部（全部）の休止（廃止）をするので、次のとおり届け出ます。 

 

 

１．休止（廃止）しようとする試験の業務の範囲 

 

 

 

２．休止（廃止）しようとする年月日 

 

 

 

３．休止しようとする場合にあっては、その期間 

 

 

 

４．休止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 承認試験機関（承認試験機関が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自

署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第六十三号様式（第九十三条関係） 

 

指定住宅紛争処理機関業務休廃止届出書 

 

  年  月  日 

国土交通大臣  殿 

届 出 者 の 住 所              

 

届出者の氏名又は名称            印 

 

代表者の氏名              

 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律第62条第３項において準用する同法第20条第１項の規定に基

づき、紛争処理の業務の一部（全部）の休止（廃止）をするので、次のとおり届け出ます。 

 

 

１．休止（廃止）しようとする紛争処理の業務の範囲 

 

 

 

２．休止（廃止）しようとする年月日 

 

 

 

３．休止しようとする場合にあっては、その期間 

 

 

 

４．休止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 代表者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。



第六十四号様式（第九十四条関係） 

 

住宅紛争処理申請書 

  年  月  日 

指定住宅紛争処理機関  殿 

 

申請人            印 

 

１．当事者及びその代理人並びに相手方の氏名又は名称及び住所 

 

  申請人 【氏名又は名称】 

      【住所】 

      【電話番号】 

  代理人 【氏名又は名称】 

      【住所】 

      【電話番号】 

  相手方 【氏名又は名称】 

      【住所】 

      【電話番号】 

 

２．評価住宅に関する事項 

  

【評価住宅番号】 

 【評価住宅の所在地】 

 

３．住宅紛争処理の別 

 

  あっせん ・ 調  停 ・ 仲  裁 

 

４．住宅紛争処理を求める事項 

 

 

 

 

５．紛争の問題点、交渉経過の概要及び請求の内容 

 

 

 



 

６．その他の住宅紛争処理を行うに際し参考となる事項 

【契約の種類】  建設工事請負契約 ・ 売買契約 
【契約金額】                 円  
【引渡し時期】        年    月    日 
【住宅の概要】 
  【構造・工法】 
  【竣工時期】       年    月    日 
  【延べ面積】                 ㎡ 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

  ２ 指定住宅紛争処理機関が、業務の円滑な実施を図るため必要な範囲内でこの様式の一部を変

更した場合は、それによることができます。 

３ 申請者（申請者が法人である場合にあっては、その代表者）の氏名の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができます。 

  ４ 各欄に記載すべき事項は、別紙により提出することができます。 

５ 商業登記簿謄本、資格証明書等の所要の書類を併せて提出してください。 

６ 契約書、住宅性能評価書その他住宅紛争処理の参考となる書類を併せて提出してください。 



第六十五号様式（第百十一条関係） 

 

年度助成金使途計画書 

（  年 月 日から  年 月 日） 

  年  月  日 

住宅紛争処理支援センター  殿 

 

指定住宅紛争処理機関名           印 

 

代表者の氏名             

 

科  目 予算額(円) 前年度予算額(円) 増減(円) 備考 

Ⅰ 収入の部 

 １．助成金収入 

 ２．申請手数料収入 

 ３．当事者負担金 

   収入合計 

    

Ⅱ 支出の部 

 １．人件費 

 ２．事務所使用料 

 ３．貸会議室使用料 

 ４．紛争処理委員謝金 

 ５．鑑定・現地調査費 

 ６．設備費 

 ７．諸雑費 

 ８．設立準備費 

   支出合計 

    

 

 (注意) 

① 収入合計、支出合計の一致を確認してください。 

② 支出の部に掲げる科目以外にも科目（細目を含む。）を設けることができます。 

③ 備考欄には、必要に応じ、各科目の予算額について、その主な使途、前年度予算との増減の要因

等を記入してください。    

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 代表者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第六十六号様式（第百十一条関係） 

 

   年度期首計画書 

  年  月  日 

 住宅紛争処理支援センター  殿 

 

指定住宅紛争処理機関名            印 

 

代表者の氏名              

 

１．紛争処理見込件数 

項目 前年度実績見込み 当年度見込み 

紛争処理件数   

 

２．職員給与等 

（職員給与） 

職員の氏名 給与（円） 

（Ａ） 

従事割合（％） 

（Ｂ） 

助成申請額（円） 

（Ａ）×（Ｂ） 

    

    

    

    

    

    

                 合        計  

（職員退職金） 

職員の氏名 退職金（円） 

（Ａ） 

勤続年数 

（Ｂ） 

紛争処理実質従事年数 

（Ｃ） 

助成申請額（円） 

(A)/(B)×(C) 

     

     

     

     

     

     

                   合        計  

 

 



３．事務所使用料 

(1) 事務所所在地 

 

(2) 事務所区分（どちらかに○） 

  （所有事務所・借用事務所） 

事務所賃料（円） 

（Ａ） 

総床面積（㎡） 

（Ｂ） 

紛争処理業務使用床面積(㎡) 

（Ｃ） 

助成申請額（円） 

(A)×月数×(C)/(B) 

    

 

（注意） 

① 給与とは、基本給及び賞与のことを示します。 

② 職員給与の従事割合欄には、今期当該職員が、職務のうち住宅紛争処理業務に従事する割合の見

込値を記入してください。 

③ 職員退職金の勤続年数は、四捨五入により小数点第２位まで算出してください。 

④ 職員退職金の紛争処理実質従事年数は、過去の勤務年数における従事割合実績値及び今期における従事割合見込

値の合計を、四捨五入により小数点第２位まで算出してください。 

（例）１年目従事割合３０％、２年目従事割合４０％、３年目（今期）従事割合５０％で６ヶ月勤務後退職予定の職員

の場合 

   紛争処理実質従事年数＝０．３＋０．４＋０．５×（６／１２）＝０．９５年 

⑤ 事務所使用料の事務所賃料は、１月当たりの賃料を記入してください。 

⑥ 事務所使用料の紛争処理業務使用床面積とは、所有事務所又は借用事務所において紛争処理の業

務に利用されている部分の面積のことです。 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 代表者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 

 



第六十七号様式（第百十一条関係） 

 

年度設備購入計画書 

（  年 月 日から  年 月 日） 

  年  月  日 

住宅紛争処理支援センター  殿 

 

指定住宅紛争処理機関名           印 

 

代表者の氏名             

 

購入するべき設備 数量 単価（円） 価格（円） 備考 

     

合   計   

 

（注意） 

備考欄には、必要に応じ、主な使用目的を記入してください。 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

 ２ 代表者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 



第六十八号様式（第百十三条関係） 

 

年度助成金使途報告書 

（  年 月 日から  年 月 日） 

  年  月  日 

住宅紛争処理支援センター  殿 

 

指定住宅紛争処理機関名           印 

 

代表者の氏名             

 

科  目 決算額(円) 前予算額(円) 差異(円) 備考 

Ⅰ 収入の部 

 １．助成金収入 

 ２．申請手数料収入 

 ３．当事者負担金 

   収入合計（Ａ） 

    

Ⅱ 支出の部 

 １．人件費 

 ２．事務所使用料 

 ３．貸会議室使用料 

 ４．紛争処理委員謝金 

 ５．鑑定・現地調査費 

 ６．設備費 

 ７．諸雑費 

 ８．設立準備費 

   支出合計（Ｂ） 

    

助成返還金（Ａ）－（Ｂ）     
   
 

 (注意) 

① 収入合計と、支出合計及び助成返還金の合計額の一致を確認してください。 

② 支出の部に掲げる科目以外にも科目（細目を含む。）を設けることができます。 

③ 備考欄には、必要に応じ、各科目の決算額について、その主な使途、予算額との差異の要因等を

記入してください。 
 
 
 
 
 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４としてください。 

２ 代表者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略できます。 

 


